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スポーツと金融に関する連載の始めとし
て、「スポーツファイナンス」、つまり金融の
中でスポーツに固有の領域があるのか、定義
はどうなるのかを示すことが重要そうであ
る。しかし結論を先に書くなら、定義は難し
い。もちろん、定義できるものが存在してい
るわけではないし（例えば人魚）、定義できな
いのに間違いなく「ある」というものもある
（例えば教養や品格）。
そんな事実に安心しながら論を進めること
として、目的は、スポーツファイナンスとい
う概念を用いることによって、何ができるか、
何が生まれるかを考えることである。大風呂
敷を広げるなら、イノベーションは周辺から
生まれる。複雑系でいえば「カオスの淵」であ
る。スポーツファイナンスという混沌とした
概念を少し俯瞰・整理することで、カオスに落
ちるのをかろうじて踏みとどまり、新たなテ
ーマや考え方を提示できればと思っている。

 スポーツのファイナンスが
重要になった背景は何か

まず指摘しておきたいのは、この20年ほど
の間に、スポーツにおいてファイナンスを考
えなければならない事態が起き始めたという
点である。この理由は２つあって、第１は
1993年から始まったＪリーグの成功である。
Ｊリーグのクラブは、企業スポーツと違い法
人格を持つ。その中には、名古屋グランパス
や横浜マリノスのように大企業を母体とする
クラブもあるが、そうでないクラブも少なく
ない。母体企業のないクラブにとってファイ
ナンスは、一般の事業会社の場合と同様経営
上の大きな課題である。
第２の理由は、地方自治体の財政状況であ
る。バブル崩壊以降、しばらくは景気対策と
していわゆる「ハコモノ」が数多く作られた。

しかし、国と地方の負債が合計して1,000兆円
をはるかに超えるという状況の中では、この
ような施策を継続することはできない。結果
として、ハコモノの典型である競技場の整備
は、これまでと同じやり方では不可能になっ
ている。とはいえ、スポーツは良質な競技場
を求める。日本には公設の競技場が多いが、
これ以上の整備が難しいとなると、では誰が
どのように整備費を調達するか、負担するの
かという課題が生じることになる。
連載第１回は、このような認識から、主に
スポーツのプロクラブ、特にＪリーグのクラ
ブを取り上げて検討する。日本のプロ野球は、
名前のとおり選手はプロだが、その経営は企
業スポーツ的である。またbjリーグのチーム
もプロだが、こちらはリーグもチームも経営
情報がほとんど開示されていないので、恐ら
くファイナンスの課題は多いが、残念ながら
分析の対象にならないものと考えている。

 小さな事業規模、
大きなプレゼンス

日本のスポーツ組織は、一般的に思われて
いるより規模が小さい。プロサッカーで事業
規模が最も大きいのは浦和レッズだが、その
売上高は50億円余である。Ｊ2の最も小さい
クラブは、Ｊリーグから受け取っている配分
金（放送権料など）を除くと、３億円程度であ
ろう。業界の言わば「盟主」の事業規模が50億
円というのがスポーツの現実で、ついでに言
えばＪリーグ機構（社団法人）と大相撲（財団
法人）の年間収入は100億円内外であり、日本
体育協会と日本オリンピック委員会（JOC）

はもう少し小さい。
私が学生によく言うのは「トヨタ自動車20
兆円、名古屋グランパス40億円」という比較
である。つまり、トヨタの連結売上高はグラ
ンパスの5,000倍であり、この小ささがスポー
ツの実態なのだ。一方で、これらの小さな組
織はプレゼンスが極めて高い。他の業種であ
れば、年商100億円に満たない会社が毎週あ
るいは毎日新聞に載る、テレビで報道される
ということはない。プレゼンス、言い換える
ならメディア価値が高いのがスポーツ組織の
大きな特徴である。

 経営が安定しにくい理由：
非営利性

スポーツ組織は売り上げ規模が小さいだけ
でなく利益も小さい、というより、ない。なぜ
利益が出ないのかというと、利益を求めてい
ないからである。
プロスポーツのオーナーは、チームに利益
より勝利を求める。金儲けをしたいのなら、
スポーツのような小規模なビジネスに手を出
さないはずである。勝利を求めるということ
は、コストをかけるということである。だから
利益が出ない。理論的には、営利法人とは外
部に剰余を還元する組織である。株式会社で
あれば、株主への配当がこれに該当する。プ
ロスポーツの法人は株式会社形態を採ってい
るものが多いが、株主が「利益＝配当」を求め
ないので、実態論としては非営利なのである。
また、単に結果としての利益を求めないだ
けでなく、事業計画、予算においても利益を
求めないので、計画より収入が下振れすれば

スポーツのプロクラブは、プレゼンスは高いが規模は小さく、利益より勝利を求めるため財
務的に脆弱である。また顧客と収入の種別は意外に多く、財務運営の難易度が高い。一方、ワー
ルドカップの放映権料をみると、スポーツの価値は劇的に大きくなることが分かる。スポンサ
ーがクラブに支払うスポンサー料は、チームと言うサービスの質を高めるので、費用と言うよ
り投資の性格を有している。これは一般の財・サービスにはない特性である。
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すぐ赤字になり、純資産が小さいので赤字は
財務上の危機に直結する。財務体質は脆弱だ
ということである。

 財務運営の難しさ、
「マイクロ・コングロマリット」

もう１つ指摘しておきたいのは、プロスポ
ーツは財務運営が意外に難しいという点であ
る。プロスポーツというとモノカルチュアで、
スポーツ興行だけを行っている単純な組織で
あるという印象を持ちがちであろう。しかし
実際には、その収入は入場料、スポンサー料、
放送権料などによって構成されており、取引
相手（顧客）がそれぞれ異なる。これ以外にグ
ッズ販売、スクール収入もある。すなわち、プ

ロスポーツはモノカルチュアなどではなく、
多様な類型の顧客を対象として多様な商品・
サービスを提供するビジネスなのである（図
表１）。私はこれをマイクロ・コングロマリッ
ト、すなわち「小規模な複合事業体」と名付け
ている。それぞれのビジネスにおいて、セー
ルス、マーケティング、キャッシュフローが
異なる。一言でいえば、面倒なビジネスなの
である。従って、その財務マネジメントは、一
般の事業会社と比べるとかなり複雑なものに
なるといえるだろう。

 大きく変化する企業価値

スポーツの大きな特徴は、提供しているサ
ービスの価値がはっきりしないという点であ

る。特に、スポンサー料と放送権料
でこの傾向が著しい。入場料、すな
わち座席を売るビジネスだけであ
れば、このようなことはあまり起き
ない。しかし、例えばサッカーのワ
ールドカップの放送権料（日本向
け）は、1998年のフランス大会まで
は３大会連続で６億円であったも
のが、日韓の2002年には65億円、06
年ドイツが160億円、そして10年の
南アフリカは200億円になってい
る。人気によって価値が劇的に変わ
るということである（図表２）。
またスポンサーについて言えば、

チームはスポンサーにとってメデ
ィアである、つまりテレビや新聞と
同じなのだが、チーム自身が提供す
るメディア（ユニフォームやスタジ

アムの看板）は小さく少ないし、これを直接
見る人の数も知れたものである。例えば１試
合当たりの平均入場者が２万人であるとする
と、ホームゲーム年間17試合の入場者は延べ
34万人しかいない。
しかし、これがテレビで放映されるとなる
と価値は一変する。またスポンサーとの間で
設定される権利は多様である。例えば、スポ
ンサーであることを、スポンサーが用意した
（費用を支払った）別のメディアで告知する。
新聞広告で、「我が社は○○を応援していま
す」というのが典型である。私はこれをスポ
ンサーシップの「拡張性」と呼んでいる。この
場合、チームや選手はメディアとしてではな
く、コンテンツとしての価値を持っている。
この価値を活用するかどうか、活用できるか
どうかは、スポンサー側の戦略とメディアへ
の支払い能力による。換言すれば、チームの
価値はスポンサーのマーケティング行動によ
って決まるのである。スポーツのこの特性に
より、マス広告に向かないBtoB企業もスポン

サーメリットを享受できるという点も重要で
ある（図表３）。
また一般的な財やサービスでは、広告宣伝
費の投下が財やサービスそのものを変えるこ
とはないが、スポーツの場合、スポンサーか
ら受け取ったスポンサー料はチームの強化に
充当され、戦力が向上し順位が上がる。つま
り、スポンサーが支払うスポンサー料が、サ
ービスであるチームそのものを変化させる。
この意味において、スポンサー料はスポンサ
ーにとって経費というより投資と言う性格を
持っているのである。従って、スポーツにお
いてスポンサーシップとは、チームにとって
もスポンサーにとってもファイナンス行動な
のである。
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図表１　プロスポーツクラブの顧客と収入の多様性

収入の種別 主な顧客

入場料 ファン（個人）、企業

スポンサー料 企業

放送権料 放送局

グッズ販売収入 ファン（個人）

ファンクラブ会費 ファン（個人）

スクール収入 保護者

図表２　�サッカーワールドカップ放送権料
　　　　（日本向け）の推移

開催国 放送権料

1990年 イタリア 6億円

1994年 米国 6億円

1998年 フランス 6億円

2002年 日本、大韓民国 65億円

2006年 ドイツ 160億円

2010年 南アフリカ 200億円

図表３　スポーツ・スポンサーシップの「拡張性」

メディアとしての
チーム・選手

メッセージ／
コンテンツとしての
チーム・選手

チーム・選手に掲示された
メッセージによってスポン
サーメリットが生じる

チーム・選手が、スポンサー
が用意したメディアに掲示
されることでスポンサーメ
リットが生じる

スポンサードの事実がメッ
セージとして発信されるこ
とによってスポンサーメ
リットが生じる

マスメディアを利用

マスメディアを
利用しない

拡張性

BtoB スポンサーのメリット領域


